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山 梨 県 監 査 委 員 告 示 第 二 号

地 方 自 治 法 （ 昭 和 二 十 二 年 法 律 第 六 十 七 号 ） 第 百 九 十 九 条 第 四 項 の 規 定 に 基 づ き 執 行

し た 監 査 の 結 果 に 関 す る 報 告 を 同 条 第 九 項 の 規 定 に よ り 、 次 の と お り 公 表 す る 。

平 成 十 七 年 三 月 十 八 日

山 梨 県 監 査 委 員 　 　 高 　 　 石 　 　 国 　 　 康

同 　 　 　 　 　 　 　 　 早 　 　 川 　 　 正 　 　 秋

同 　 　 　 　 　 　 　 　 前 　 　 島 　 　 茂 　 　 松

同 　 　 　 　 　 　 　 　 高 　 　 尾 　 　 堅 　 　 一
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山 梨 県 公 報 平 成 十 七 年
三 月 十 八 日

号 外 第 十 号

金
　
曜
　
日

１　監査対象箇所及び監査期日�

監査箇所�
森林環境部�
　森林環境総務課�
　循環型社会推進課�
　大気水質保全課�
　環境整備課�
　みどり自然課�
　森林整備課�
　林業振興課�
　県有林課�
　治山林道課�
農政部�
　農政総務課（指導検査室）�
　農村振興課�
　果樹食品流通課�
　畜産課�
　花き農産課�
　農業技術課�
　耕地課�
土木部�
　土木総務課（技術管理室）�
　用地課�
　道路整備課�
　道路管理課�
　治水課�
　砂防課�
　都市計画課�
　下水道課�
　住宅課�
　建築指導課�
観光部�
　観光企画課�

監査年月日�
平成１６年１１月９日�

�
�
�
�
�
�
�
�
�

平成１６年１１月１２日�
�
�
�
�
�
�
�

平成１６年１１月１６日�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

平成１６年１１月１９日�
�
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　観光振興課�
　観光資源課�
総務部�
　人事課�
　職員厚生課�
　財政課�
　税務課�
　管財課�
　営繕課�
　私学文書課�
　市町村課�
　消防防災課�
企画部�
　消費生活センター�
　男女共同参画推進センター�
総務部�
　東京事務所�
　職員研修所�
　総合県税事務所�
　自動車税事務所�
　女子短期大学�
　消防学校�
商工労働部�
　計量検定所�
　宝石美術専門学校�
　山梨県工業技術センター�
　富士工業技術センター�
　産業技術短期大学校�
　都留高等技術専門校�
　峡南高等技術専門校�
　就業支援センター�
観光部�
　大阪事務所�
農政部�

�
�

平成１６年１１月２４日�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

平成１７年１月２６日�
〃�
�

平成１７年２月１５日�
平成１７年１月２６日�
平成１７年１月２７日�
平成１７年１月３１日�
平成１７年１月２７日�
平成１７年２月１８日�

�
平成１６年１１月２４日�
平成１７年２月３日�
平成１７年２月１８日�
平成１７年１月１３日�
平成１７年２月３日�
平成１７年１月１３日�
平成１７年１月１９日�
平成１６年１１月２４日�

�
平成１７年２月１７日�

�

　東部家畜保健衛生所�
　西部家畜保健衛生所�
　水産技術センター�
　病害虫防除所�
　総合農業試験場�
　果樹試験場�
　畜産試験場�
　農業大学校�
教育委員会�
　福利給与課（小・中学校認定分を含む。）�
　峡中教育事務所�
　峡東教育事務所�
　峡南教育事務所�
　峡北教育事務所�
　富士北麓・東部教育事務所�
　考古博物館（埋蔵文化財センター）�
　図書館�
　美術館�
　文学館�
　総合教育センター�
　北杜高等学校�
　韮崎高等学校�
　韮崎工業高等学校�
　甲府第一高等学校�
　甲府西高等学校�
　甲府南高等学校�
　甲府東高等学校�
　甲府工業高等学校�
　甲府城西高等学校�
　甲府昭和高等学校�
　農林高等学校�
　巨摩高等学校�
　白根高等学校�
　増穂商業高等学校�

平成１７年１月３１日�
平成１７年１月２０日�
平成１７年１月２７日�
平成１７年１月２６日�
平成１７年２月１０日�
平成１７年１月２１日�
平成１７年２月１８日�
平成１７年１月１９日�

�
平成１６年１１月５日�
平成１６年１１月２４日�

〃�
平成１７年１月１９日�
平成１７年１月２０日�
平成１６年１１月２４日�
平成１７年２月３日�
平成１７年２月１０日�
平成１７年２月９日�

〃�
平成１７年１月３１日�
平成１７年１月１９日�
平成１７年１月２０日�
平成１７年１月２５日�
平成１７年２月２日�

〃�
平成１７年１月２５日�
平成１７年２月３日�
平成１７年１月２５日�

〃�
平成１６年１２月１７日�
平成１７年２月９日�
平成１７年２月２日�
平成１７年１月２５日�

〃�
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　市川高等学校�
　峡南高等学校�
　身延高等学校�
　石和高等学校�
　山梨園芸高等学校�
　日川高等学校�
　山梨高等学校�
　塩山高等学校�
　都留高等学校�
　上野原高等学校�
　谷村工業高等学校�
　桂高等学校�
　吉田高等学校�
　北富士工業高等学校�
　吉田商業高等学校�
　富士河口湖高等学校�
　中央高等学校�
　盲学校�
　ろう学校�
　甲府養護学校�
　あけぼの養護学校�
　わかば養護学校�
　やまびこ養護学校�
　富士見養護学校�
　ふじざくら養護学校�
　かえで養護学校�
警察本部�
　総務課�
　会計課�
　警務課�
　教養課�
　監察課�
　厚生課�
　情報管理課�

平成１７年２月２日�
平成１７年１月１９日�
平成１６年１２月１７日�
平成１７年１月３１日�
平成１７年１月２５日�
平成１７年１月２１日�

〃�
平成１７年１月２５日�
平成１７年２月１７日�
平成１７年１月２５日�
平成１７年１月１３日�

〃�
平成１７年１月２５日�
平成１７年１月１３日�
平成１７年１月２５日�
平成１７年２月７日�
平成１７年１月２５日�

〃�
〃�

平成１７年２月２日�
平成１７年１月２５日�

〃�
平成１７年２月１７日�
平成１７年２月２日�
平成１７年２月７日�
平成１７年２月３日�
平成１６年１２月１６日�

�
�
�
�
�
�
�

　生活安全企画課�
　地域課�
　生活保全課�
　捜査第一課�
　捜査第二課�
　鑑識課�
　国際対策課�
　科学捜査研究所�
　交通企画課�
　交通指導課�
　交通規制課�
　運転免許課�
　交通機動隊�
　高速道路交通警察隊�
　警備第一課�
　警備第二課�
　機動隊�
　警察学校�
　甲府警察署�
　南甲府警察署�
　南アルプス警察署�
　韮崎警察署�
　長坂警察署�
　鰍沢警察署�
　南部警察署�
　市川警察署�
　笛吹警察署�
　日下部警察署�
　塩山警察署�
　都留警察署�
　富士吉田警察署�
　大月警察署�
　上野原警察署�

�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�

平成１６年１１月２４日�
平成１７年２月３日�
平成１７年２月２日�
平成１７年１月２０日�
平成１７年１月１９日�
平成１６年１２月２日�

〃�
平成１７年２月２日�
平成１７年２月３日�
平成１６年１１月２５日�
平成１６年１１月２４日�
平成１７年２月１７日�
平成１７年１月１３日�
平成１６年１２月１日�

〃�



山 梨 県 公 報 号 外 第 十 号 　 　 平 成 十 七 年 三 月 十 八 日 四

区　分�
指摘（件）�
指導（件）�
注意（件）�
合　　計�

収入�
　�

３４�
８�

４２�

支出�
　�

２３�
１５�
３８�

給与�
�

２０�
２�

２２�

物品�
�

９�
９�

１８�

財産�
�

４�
３�
７�

契約�
�

３０�
１０�
４０�

工事�
�

４�
１�
５�

その他�
　　�

合計�
�

１２４�
４８�

１７２�

２　監査対象期間�
　　平成１５年度�
�
３　監査の方法�
　　監査は、監査対象期間における財務に関する事務及び工事の執行状況について、
　抽出の方法により、諸帳簿及び証明書類等を照査するとともに、現地調査、職員か�
　らの事情聴取により実施した。�
�
４　監査結果処理区分�
　　監査結果は次のとおり区分した。�
　（１）指摘事項�
　　　法令等に違反するなど著しく不適切な事務処理等と認められるもの�
　（２）文書指導事項�
　　　指摘事項以外で特に改善を要すると認められるもの�
　（３）口頭注意事項�
　　　不適切な処理の内容が軽易なもので、単純な誤謬に起因すると認められるもの�
�
５　監査の結果�
　　財務に関する事務及び工事の執行全般については、おおむね適正に処理されていた。�
　　監査の結果、指摘事項、文書指導事項、口頭注意事項とした区分毎の集計は下表
　のとおりである。�
�
�
�
�
�
�
　※　警察本部の捜査報償費は、監査（捜査員に対する聴取調査を含む）を行った範

囲においては、「報償費（県費捜査費）経理の手引き」（山梨県警察本部策定）
に記載された必要書類の作成・手続きを経て執行されていた。�
　ただし、捜査上の支障があるということから、�
　　　①　ほとんどの証拠書類は開示されたものの、ごく一部の証拠書類が非開
　　　　示（マスキングされた状態）となっていた。�
　　　②　捜査協力者に対する関係人調査が、実施できなかった。�
　ため、支出の最終的な事実確認はできなかった。�

�

６　監査結果の概要�
　　指摘にはいたらないが、事務処理について文書指導、口頭注意を行った主なものは、
　次のとおりである。�
　（１）　収入に関する事項�
　　　①　収入未済金の回収及び債権管理に改善を要するもの�
　　 ②　手数料・使用料の調定事務に不備があり改善を要するもの�
　（２）　支出に関する事項�
　　　①　補助金に関する事務処理に不備があり改善を要するもの�
　　　②　支出負担行為伺いの事務処理に不備があり改善を要するもの�
　　　③　支出科目に誤りがあり改善を要するもの�
　（３）　給与に関する事項�
　　 ①　旅費の算定に誤りがあり改善を要するもの�
　　　②　時間外勤務手当の算定に誤りがあり改善を要するもの�
　　　③　通勤手当の認定に誤りがあり改善を要するもの�
　（４）　物品管理に関する事項�
　　 ①　備品シールの未貼付など物品管理で改善を要するもの�
　　　②　郵便切手の管理に不適切な処理があり改善を要するもの�
　（５）　財産管理に関する事項�
　　 ①　未登記の用地があり改善を要するもの�
　（６）　契約に関する事項�
　　 ①　予定価格調書の作成に不備があり改善を要するもの�
　　　②　契約書の作成手続きに不備があり改善を要するもの�
　（７）　工事に関する事項�
　　 ①　設計変更の手続きに不備があり改善を要するもの�
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１　監査実施期間�

　　平成１６年９月１４日～平成１６年１２月１６日�

�

２　監査実施団体（２７団体）�

　　財団法人　ふるさと財団�

　　財団法人　やまなし文化学習協会�

　　財団法人　小佐野記念財団�

　　財団法人　山梨県国際交流協会�

　　財団法人　山梨県青少年協会�

　　社会福祉法人　山梨県社会福祉事業団�

　　財団法人　長寿やまなし振興財団�

　　財団法人　やまなし環境財団�

　　財団法人　山梨県林業公社�

　　財団法人　やまなし産業支援機構�

　　財団法人　山梨県子牛育成協会�

　　社団法人　山梨県畜産協会�

　　財団法人　山梨県公園公社�

　　財団法人　山梨県県民スポーツ事業団�

　　特定非営利活動法人　山梨県ボランティア協会�

　　山交タウンコーチ株式会社�

　　財団法人　山梨県消防協会�

　　軽費老人ホーム　あやめの里�

　　社会福祉法人　山梨県障害者福祉協会�

　　社会福祉法人　山梨ライトハウス�

　　甲府地域保健医療推進委員会�

　　富士北麓地域保健医療推進委員会�

　　財団法人　キープ協会�

　　社団法人　山梨県バス協会�

　　財団法人　山梨県教職員互助組合�

　　財団法人　山梨県高等学校教職員互助会�

　　財団法人　山梨県体育協会�

�

�

３　監査対象期間�

　　平成１５年度�

�

４　監査の方法�

　　監査は、監査対象期間における財務に関する事務の執行状況について、抽出の方法

　により、諸帳簿及び証明書類等を照査するとともに、現地調査、職員からの事情聴取

　により実施した。�

�

５　監査結果処理区分�

　　監査結果は次のとおり区分した。�

　（１）指摘事項�

　　　　法令等に違反するなど著しく不適切な事務処理等と認められるもの�

　（２）文書指導事項�

　　　　指摘事項以外で特に改善を要すると認められるもの�

　（３）口頭注意事項�

　　　不適切な処理の内容が軽易なもので、単純な誤謬に起因すると認められるもの�

�

６　監査の結果�

　　財務に関する事務の執行については、一部で改善を要する事項が認められたが、お

　おむね適正に処理されていた。�

　　指摘事項、文書指導事項、口頭注意事項とした件数は次のとおりである。�

　　　　指摘事項　　　　　０件�

　　　　文書指導事項　　９２件�

　　　　口頭注意事項　　３２件�

�

７　監査結果の概要�

　　不適切な事務処理として、公表すべき指摘事項はなかったが、文書指導、口頭注意

　を行った主なものは、次のとおりである。�

　①　小切手の取扱いが不適切であり改善を要するもの�

　②　会計規程が未整備であり改善を要するもの�

　③　備品の資産計上や減価償却に誤りがあり改善を要するもの�

　④　預かり金の期末残高に誤りがあり改善を要するもの�

　⑤　議事録の作成や登記手続き等が定款や寄附行為の規定どおりにおこなわれておら
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　　ず改善を要するもの�

　⑥　登記簿上の資産総額に誤りがあり改善を要するもの�

　⑦　貸借対照表上、有価証券の計上額に誤りがあり改善を要するもの�

　⑧　退職給与引当金の期末残高に計上不足等があり改善を要するもの�


